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I. 基本方針の実行について 

① 東京電力ホールディングス株式会社（以下「東京電力」という。）福島第一原子力

発電所（以下「福島第一原発」という。）の廃炉を着実に進め、福島の復興を実現

するためには、ALPS 処理水 1の処分は決して先送りできない課題であり、令和３

年４月 13 日、第５回廃炉・汚染水・処理水対策関係閣僚等会議で決定された「東

京電力ホールディングス株式会社福島第一原子力発電所における多核種除去設

備等処理水の処分に関する基本方針」（以下「基本方針」という。）において、福

島第一原発における廃炉・汚染水・処理水対策を安全かつ着実に進めていくため、

各種法令等を遵守するとともに、風評影響を最大限抑制する対応を徹底すること

を前提に、ALPS 処理水の処分を行うこととした。 

② ALPS処理水の処分方法としては、各国の放射線防護基準において広く参照されて

いる国際放射線防護委員会（以下「ICRP」という。）の勧告に沿って従来から定め

られている規制基準を厳格に遵守することを前提に、国内で放出実績がある点や

モニタリング等を確実かつ安定的に実施可能な点を評価し、海洋放出を選択した。

また、東京電力は、海洋放出を実際に行う前に、その詳細な計画や必要な設備等

の設置について、原子力規制委員会の認可を得た上で、海洋放出を実施すること

とし、政府は東京電力に対し、２年程度後に ALPS 処理水の海洋放出を開始する

ことを目途に、具体的な放出設備の設置等の準備を進めることを求めた。 

③ なお、公衆や周辺環境の安全を確保するため、海洋放出は、東京電力が ICRP の勧

告に沿って定められている規制基準を厳格に遵守するとの前提の下、国際慣行に

沿った形で実施することとしている。その際、関連する国際法や国際慣行を踏ま

えた措置を講じることとしている。 

④ また、ALPS 処理水の海洋放出に伴う、水産業を始めとした関係者における特有の

課題を幅広く継続的に確認し、必要な対策を検討するための枠組みとして、新た

に「ALPS 処理水の処分に関する基本方針の着実な実行に向けた関係閣僚等会議」

（以下「ALPS 関係閣僚等会議」という。）を設置し、令和３年４月 16 日に第１回

の会議を開催して以降、同会議のもと、必要な対策について検討するとともに、

政府一丸となって、対策の実行に取り組んできた。 

⑤ さらに、海洋放出を国際原子力機関（以下「IAEA」という。）が定めた国際安全基

準に従って実施することを確保するため、IAEA のレビューを受けることとした。 

 
1 多核種除去設備等により、トリチウム以外の放射性物質について安全に関する規制基準値を確実に下回るま

で浄化した水。 
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⑥ 令和５年１月 13 日に開催した第５回 ALPS 関係閣僚等会議においては、安全確保

と風評対策のために必要な具体策のメニューは概ね出揃ってきているとの認識

の下、海洋放出設備工事の完了、工事後の原子力規制委員会による使用前検査や

IAEAの包括的報告書等を経て、具体的な海洋放出の時期は、令和５年春から夏頃

を見込むと示した。 

⑦ その後も、安全確保、風評対策・なりわい継続支援策の実効性を上げるべく、各

対策を進めるとともに、対策内容等について繰り返し説明・対話を重ね、理解醸

成活動に注力してきた。 

⑧ 令和５年８月 22 日、第６回廃炉・汚染水・処理水対策関係閣僚等会議及び第６回

ALPS 関係閣僚等会議において、その時点で準備できる万全の安全確保、風評対

策・なりわい継続支援策を講じており、ALPS 処理水の処分に伴う風評影響の懸念

やなりわい継続に対する不安に対処するべく、今後、IAEA による継続したレビュ

ーへの対応や、強化・拡充したモニタリングの実施及び測定結果の分かりやすい

情報発信、三陸・常磐ものの魅力発信や消費拡大に向けた取組、漁業者を始めと

する方々のなりわい継続支援等、これらの対応に政府として ALPS 処理水の処分

が完了するまで全責任を持って取り組むこととした。また、このため、漁業者と

のフォローアップ体制を構築することとした。 

⑨ これらを踏まえ、令和５年８月 24 日に海洋放出を開始し、これまでに 14回の放

出を計画通り行ってきた。これまでのモニタリング結果から、トリチウム濃度は

十分低い水準であり人や環境への影響がなく、安全であることが確認されている。 

⑩ ALPS処理水の海洋放出を開始して約２年が経過したことを踏まえ、Ⅱ．に記載の

とおり、安全確保、風評対策・なりわい継続等に係る取組について、この一年の

取組の実施状況を総括し、Ⅲ．に記載のとおり現状の評価をした上で、Ⅳ．に記

載のとおり今後の対策の方向性を示す。 

 

II. 安全確保、風評対策・なりわい継続等に係る主な実施状況について 

１. 風評を生じさせないための安全確保／国内・国際社会に対する説明・情報発信の取組  

① 令和５年８月の海洋放出後、ALPS処理水の取扱いに関する安全性を確認するため

に、IAEA はレビューを実施している。昨年（令和６年）の閣僚会議以降、令和６

年 12月と令和７年５月の２回実施した。レビューを行う IAEAタスクフォースは、

原子力分野の専門機関である IAEA の職員及び国際専門家から成り、日本政府関

係者や東京電力との間で技術的事項を議論するとともに、東京電力福島第一原発
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を実際に訪問し、放出設備等を確認した。IAEA により、令和７年３月に第３回目

のレビューミッションに関する報告書が公表されており、引き続き「関連する国

際安全基準の要求事項と合致しないいかなる点も確認されなかった」ことが明記

され、海洋放出が安全に行われていることが確認された。また、IAEA の職員が東

京電力福島第一原発に常駐し、オンサイトでの独立した分析を実施している。 

② 東京電力は、安全に係る法令等を遵守し、適切に ALPS 処理水の海洋放出を行っ

ており、原子力規制委員会は、海洋放出設備が使用開始後も認可した実施計画に

基づいて必要な性能を有していること及び設備の運用が適切に行われているこ

とを継続して確認している。 

③ 国・東京電力等がモニタリングを実施し、ALPS 処理水の海洋放出の前後で、海水

や魚類等の放射性物質濃度に大きな変化が発生していないか確認した。モニタリ

ングの結果や IAEA の評価から、ALPS 処理水の海洋放出は人や環境への影響がな

く、安全であることが確認されている。 

④ 東京電力の「包括的海域モニタリング閲覧システム（ORBS）」において、各機関に

よる海水・魚類・海藻類のモニタリングデータを地図上に集約し、一元的に閲覧

できるようにし、日本語・英語・中国語（簡体字・台湾繁体字・香港繁体字）・韓

国語版で公開している。経済産業省の「みんなで知ろう。考えよう。ALPS 処理水

のこと」において、ALPS処理水に係るモニタリングについて結果が一目でわかる

マーク形式で表示するページを日本語・英語版で公開している。また、環境省の

「ALPS 処理水に係る海域モニタリング情報」内における各機関のモニタリング結

果をマップ形式で表示したページを日本語・英語・中国語（簡体字・繁体字）・韓

国語版で公開しているほか、原子力規制庁の「東日本大震災以降の環境放射線モ

ニタリング情報」のページ（日本語・英語）において、期間や測定対象などで横

断的に検索し、グラフやファイル一覧を表示できる検索機能を提供している。 

⑤ ALPS処理水の海洋放出の安全性やモニタリング結果等について、新聞や Web 広告

等の媒体を用いた広報活動を実施するとともに、説明・意見交換を継続し、国際

会議の場での情報発信、在京外交団や海外の報道機関への情報提供等を実施する

など、国内外に向けた科学的根拠に基づく、透明性の高い丁寧な情報発信を実施

した。 

⑥ また、ALPS 処理水の海洋放出に伴う一部の国・地域による科学的根拠に基づかな

い日本産水産物の輸入規制については、規制の即時撤廃を求めるなど、首脳間の

やりとりを含め政府一丸となった働きかけを実施してきた。こうした中、令和６

年９月、日本と IAEA は、国際社会に対して更に透明性の高い情報提供を行って
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いく観点から、関係国の関心を踏まえ、IAEA の枠組みの下で従来のモニタリング

を拡充することで一致した。中国との間では、令和６年９月に、ALPS 処理水の海

洋放出と日本産水産物の輸入規制について、「日中間の共有された認識」を発表

し、中国側は、IAEA の枠組みの下での追加的モニタリングを実施後、日本産水産

物の輸入規制の調整に着手し、日本産水産物の輸入を着実に回復させることとな

った。令和６年 10 月より、IAEA の枠組みの下での追加的モニタリングが４回実

施され、中国を含む参加国の分析機関が参加した。中国政府からは、 これまで分

析が完了したものについて、結果が全て正常であった旨発表されている。 

⑦ 日中当局間の協議を重ねてきた結果、令和７年５月末に日中双方が中国向け輸出

再開のために必要な技術的要件に合意し、同年６月末に中国政府が日本の一部地

域（３７道府県）の水産物の輸入を回復する公告を発出した。これにより、日本

の輸出関連施設の再登録の手続きが開始され、対中輸出が順次再開されることに

なった。政府としては、残された１０都県産の水産物の輸入規制の撤廃等を引き

続き中国側に強く求めていくとともに、周辺国・地域における輸入規制について、

同様に即時撤廃を求めていく。 

 

２. 風評に打ち勝ち、安心してなりわいを継続・拡大するための取組 

① 令和６年度予算において、生産性向上や担い手確保のための支援等、被災地を始

めとする水産業の支援策を拡充・強化するとともに、将来にわたり安心してなり

わいが継続できるよう支援に取り組んだ。また、令和４年度第２次補正予算にお

いて措置した ALPS 処理水の海洋放出に伴う影響を乗り越えるための漁業者支援

の 500 億円の基金について、令和６年度補正予算により令和７年２月に 113 億円

の積み増しを行った。この制度を活用いただけるよう、全国や各地域の漁業者団

体等への説明会を実施し、これまでに全国で 729 件の交付決定を実施した（令和

７年８月 25日時点）。 

② より多くの方に三陸・常磐ものの魅力を知ってもらうため、令和４年 10 月に開

始した「ごひいき！三陸常磐キャンペーン」では、令和７年３月から全国のスー

パーマーケットやコンビニエンスストア、外食チェーンと連携した「三陸常磐食

べようフェア」を展開する等、三陸・常磐ものの魅力発信・消費拡大に取り組ん

だ。 

③ 令和４年 12 月に消費拡大を図るべく立ち上げた官民連携の枠組みである「魅力

発見！三陸・常磐ものネットワーク」には、現在 1,300 者を超える企業等が参加

しており、こうした参加企業等に消費を呼びかけるとともに、第４弾（令和６年
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10 月～11 月）となる「三陸・常磐ウィークス」期間において、約 42万食の弁当

及び社食等が提供された。 

④ 食品関係の加工・卸・小売・流通事業者等向けに、ALPS処理水に関する安全対策・

風評対策に関する最近の動向を毎月周知し、福島県及び近隣県の産品の魅力発

信・消費拡大に向けた官民の取組や消費者の反応について、きめ細かく情報提供

を実施した。 

⑤ 中小企業支援策や観光支援策について、より効果的・効率的に活用いただけるよ

う、三陸・常磐地域において事業内容の説明や個別相談等のきめ細かな対応を実

施した。独立行政法人中小企業基盤整備機構（以下「中小機構」という。）、独立

行政法人日本貿易振興機構（以下「JETRO」という。）、よろず支援拠点及び公益社

団法人福島相双復興推進機構等を通じて、個別事業者等の要望を踏まえた施策活

用に向けた支援を実施した。 

⑥ 被災地における観光誘客促進・交流人口拡大支援について、ブルーツーリズム推

進支援事業による支援等を通じた観光需要創出に取り組んだ。また、「福島浜通り

地域等 15 市町村の交流人口拡大に向けたアクションプラン」に基づき、浜通り

地域等 15 市町村のヨコ連携による広域コンテンツの創出等を目的とした広域マ

ーケティング事業への支援や、15 市町村の対象店舗で QR コード決済で購入・消

費をした場合に、最大 20％のポイント還元を行う、来訪者向け消費喚起キャンペ

ーン等を実施した。 

⑦ また、全国の中小企業者等の相談に対応するため、中小機構や JETROに特別相談

窓口を設置した。また、セーフティネット対策として令和３年度補正予算におい

て措置した 300億円の需要対策基金や予備費等（令和５年度予備費 207億円、令

和５年度補正予算 89 億円、令和６年度補正予算 140 億円）による水産物の販路

拡大や一時的な買取・保管の支援、国内加工体制強化に向けた支援、輸出先の転

換対策等を「水産業を守る」政策パッケージの一環として実施した。例えば、こ

れまで国内販路拡大への取組について 62 件、一時買取り・保管等の取組につい

て 79件、出荷調整への支援について 21 件の交付決定を実施した。一部の国・地

域による輸入規制措置の影響を受けた国内でのホタテ等の加工体制の強化に向

けて、機器導入 56件と人材活用 10 件を支援するとともに、輸出拠点となる加工

工場建設２件を支援した。代替販路開拓に向け、JETRO・日本食品海外プロモーシ

ョンセンター（JFOODO）を通じ、国内外 106 都市で日本産水産物の PR イベント

など、約 290 件の商談イベント等の支援を実施した。国内外で実施した 3,471件

以上の商談に、海外バイヤーのべ 2,439 社、日本の水産・加工業者のべ 1,179 社
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が参加し、成約件数 2,310件（見込み含む）を実現した。また、代替加工先発掘

のため、ベトナム及びメキシコへのミッション派遣を実施した。 

⑧ それでもなお発生する損害に対しては、被害の実態に見合った必要十分な賠償を

迅速かつ適切に実施するよう東京電力を指導した。また、東京電力は地域や業種

の実情に応じた賠償を実現できるよう、引き続き、関係団体等からの意見を伺い

ながら調整を進め、損害額の算定方法等を具体化し、約 830 件、約 790億円の賠

償を実施した（令和７年８月 13 日時点）。 

 

３. 将来技術（汚染水発生量抑制、トリチウム分離等）の継続的な追求 

① 汚染水発生量は、雨水の浸透防止のための敷地舗装、地下水を汚染源に近づけな

いための凍土壁の設置やサブドレンによる地下水汲み上げ等の重層的な対策に

より、令和６年度に約 70 ㎥/日（対策実施前の 1/8程度）を達成した。 

② 東京電力によるトリチウム分離技術の公募においては、第１期～第９期公募のう

ち 10 件についてフィージビリティスタディを開始する等、実用化に向けた検討

を実施した。国としても、文献等の確認や東京電力の技術公募を通じた国内外の

最新の動向を確認した。 

 

Ⅲ．現状の評価 

① ALPS処理水は計画通り放出されており、これまでのモニタリングの結果から、ト

リチウム濃度は十分低い水準であり人や環境への影響がなく、安全であることが

確認されている。IAEA によるレビュー報告書においても、「関連する国際安全基

準の要求事項と合致しないいかなる点も確認されなかった」ことが明記され、海

洋放出が安全に行われていることが確認されている。 

② 一部の国・地域による輸入規制措置による影響を除き、魚価の大幅な低下などの

風評影響が生じているという声は聞かれていない。 

③ また、輸入規制強化等による影響の大きかったホタテについても、輸出先の多角

化等により価格が上向いているとの声も出ている。 

④ 一方で、一部の国・地域による科学的根拠に基づかない輸入規制措置は継続して

おり、対処の必要がある。中国については、中国側における日本の輸出関連施設

の再登録に関する手続きが開始され、日本産水産物の対中輸出が順次再開される

こととなっており、７月 11 日には一部の輸出関連施設の再登録が既に完了した

ことが確認されたが、引き続き今後の進捗を注視するとともに、残る 10 都県産
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水産物の輸入規制の撤廃等を中国側に求めていく。また、周辺国・地域における

輸入規制についても即時撤廃に向けて取り組んでいく必要がある。 

⑤ また、長期にわたる ALPS 処理水の放出による漁業の将来への不安・懸念を払拭

するため、引き続き、対策を実施する必要がある。 

 

Ⅳ．今後の対策の方向性 

① これまでの本関係閣僚等会議において確認した「政府として ALPS 処理水の処分

が完了するまで全責任を持って取り組む」という方針に変わりはない。①安全確

保、説明・情報発信、②風評影響対応、なりわい継続支援、③将来技術の検討等

を引き続き実施する。 

② 引き続き、安全確保に万全を期し、IAEA による評価も含め、国内外に向けて科学

的知見に基づき、透明性高くわかりやすい情報発信に努めていく。 

③ 中国による日本産水産物の輸入規制については、残る輸入規制の撤廃等を強く求

めていくとともに、周辺国・地域における輸入規制について、同様に即時撤廃を

強く求めていく。 

④ IAEA の枠組みの下での追加的モニタリングは、IAEA との間で、国際社会に対し

て更に透明性の高い情報提供を行っていく観点から、参加国の専門家による採水

等のサンプリング及び分析を実施することで一致しており、日本政府としては、

追加的モニタリングが着実に実施されるよう、引き続き IAEA にしっかりと協力

していく。 

⑤ また、輸入規制措置の影響を受けた日本産の水産物について、中国による輸入規

制措置の緩和等による影響も踏まえつつ、引き続き、三陸・常磐ものの魅力発信

を含む国内消費拡大・ビジネスマッチング支援等の海外販路開拓等の必要な対策

を実施する。 

⑥ 我が国漁業のなりわい、事業を活力ある形で、子や孫の世代まで持続的に引き継

いでいけるよう、基金の執行状況を踏まえつつ、ALPS処理水放出の影響を受ける

漁業者を取り巻く状況等に応じた国内生産持続のために必要な対策を引き続き

実施する。 

 


